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■１．はじめに 

 平成２５年７月８日、泊発電所１，２，３号炉設置変更許
可、工事計画認可および保安規定変更認可に関する
申請を行いました。 

 このうち泊発電所１，２号炉については、７月２３日の
審査会合にて審査保留となっておりましたが、重大事
故等対策の有効性評価の解析が終了しました。 

 ３号炉の審査状況を踏まえて必要な事項を補正書に
反映するとともに、設計基準に係る基準適合性につい
ての説明の準備も進んできたことから、３月７日、泊発
電所１，２号炉設置変更許可申請の補正を申請致しま
した。 
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■ ２．泊発電所の概要 

場所：古宇（ふるう）郡泊村大字堀株（ほりかっぷ）村 
 
【出力】 
１号炉 ５７万９千ｋＷ (１９８９年６月営業運転開始) 
２号炉 ５７万９千ｋＷ (１９９１年４月営業運転開始) 
３号炉 ９１万２千ｋＷ (２００９年１２月営業運転開始) 
 
型式 加圧水型軽水炉（ＰＷＲ） 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

泊発電所１，２号炉の個別データを用いた各事故シーケンスグループお
よび各格納容器破損モードについての重大事故等対策の有効性評価の
解析結果反映 

３号炉安全審査を踏まえた記載の追加・変更・充実 

内部事象PRA、外部事象PRA（地震、津波）の結果を踏まえた、評価
対象とすべき事故シーケンスグループおよび格納容器破損モードの
抽出プロセスの明確化 

津波による水位低下に対する海水ポンプ連続運転対策（取水口前面
への堰設置および循環水ポンプ自動停止のインターロック設置） 

格納容器再循環系統のダクト開放機構の増設（１台⇒２台） 

66kV受電系統の1,2,3号炉共用化 

耐津波対策として高台への1～3号炉共用66kV予備変圧器の設置 

格納容器内水素濃度を連続監視するための水素濃度計の設置    

                                         など 

【補正申請内容】 



内部事象PRA、外部事象PRA（地震、津波）の結果を踏まえた評価対象とすべき事故シーケン
スグループ（出力運転時及び運転停止時）及び事故シーケンス並びに格納容器破損モードを
抽出 
《実施したPRA》 
  ・出力運転時内部事象レベル１／レベル１．５ 
  ・地震レベル１、津波レベル１ 
  ・停止時レベル１ 
   ＊各PRAの評価対象は、これまで整備したものを含め重大事故等対策を考慮しない 

 
 
 
「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
で指定されている事故シーケンスグループ及び格納容器破損モード以外のものは抽出されず 

各事故シーケンスグループ及び各格納容器破損モードについて、重大事故等対策の有効性
を確認するため、以下の項目について有効性評価を実施 
  ・炉心の著しい損傷の防止 
  ・原子炉格納容器の破損の防止 
  ・使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止 

  ・運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止  
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 【重大事故等対策の有効性評価】 
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津波レベル１ 

「原子炉補機冷却機能喪失」が約９４％、 

「２次系からの除熱機能喪失」が約５％を占めている 

「全交流動力電源喪失」が約４９％、 

「原子炉補機冷却機能喪失」が約４２％を占めている 

「全交流動力電源喪失」が約９７％、 

「複数の信号系損傷」が約３％を占めている 

２次冷却系からの除熱機能喪失

全交流動力電源喪失

原子炉補機冷却機能喪失

原子炉格納容器の除熱機能喪失

ECCS再循環機能喪失

２次冷却系からの除熱機能喪失

全交流動力電源喪失

原子炉補機冷却機能喪失

ECCS注水機能喪失

原子炉建屋損傷

原子炉格納容器損傷

原子炉補助建屋損傷

SGTR（複数本破損）

全交流動力電源喪失

複数の信号系損傷

レベル１ プラント全体（事象別） 

内部事象が約９９％を占めている 

内部

地震

津波

【重大事故等対策の有効性評価（PRA結果(1/2)） 】 

■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 

内部事象レベル１ 地震レベル１ 
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内部事象レベル１．５ 停止時レベル１ 

崩壊熱除去機能喪失

（余熱除去系（RHR）の故障による

停止時冷却機能喪失）

全交流動力電源喪失

原子炉冷却材の流出

反応度の誤投入

「過圧破損」が約８９％、 

「ベースマット貫通溶融」が約１０％を占めている 

「原子炉冷却材の流出」が約８６％、 

「崩壊熱除去機能喪失」が約１３％を占めている 

β（格納容器隔離失敗）

δ（水蒸気・非凝縮性ガス蓄積による過圧破損）

ε（ベースマット溶融貫通）

θ（水蒸気蓄積による格納容器先行破損）

ｇ（蒸気発生器伝熱管破損）

【重大事故等対策の有効性評価（PRA結果(2/2)） 】 

■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



PRA 
プラントの特徴 

（重大事故等対策は考慮せず） 
主要な重大事故等対策 

出力運転時 
内部事象 
レベル１ 

炉心損傷頻度は、「原子炉補機冷却機能喪失」、「２次冷却系からの除
熱機能喪失」の割合が大きい 

⇒補機冷却水の喪失又は補助給水系による除熱手段の喪失により炉
心損傷に至るリスクが相対的に大きい 

（原子炉補機冷却機能喪失） 
・２次系強制冷却による除熱 
・格納容器内自然対流冷却による除熱 
（２次冷却系からの除熱機能喪失） 

・フィードアンドブリード、高圧再循環、格納容器
スプレイ再循環による除熱 

地震 
レベル１ 

炉心損傷頻度は、「全交流動力電源喪失」、「原子炉補機冷却機能喪
失」が大きい 

⇒外部電源の損傷及び所内交流電源供給に係る機器の損傷による電
源喪失、余熱除去冷却器の損傷による補機冷却水の喪失により炉
心損傷に至るリスクが相対的に大きい 

・代替非常用発電機による電源供給 

・２次系強制冷却による除熱、代替格納容器ス
プレイポンプによる炉心注入 
・格納容器内自然対流冷却による除熱 

津波 
レベル１ 

炉心損傷頻度は、「全交流動力電源喪失」の割合が大きい 

⇒主要変圧器の損傷及び原子炉補機冷却海水ポンプの損傷による電
源喪失により炉心損傷に至るリスクが相対的に大きい 

・代替非常用発電機による電源供給 

・２次系強制冷却による除熱、代替格納容器ス
プレイポンプによる炉心注入 

出力運転時 
内部事象 
レベル１．５ 

格納容器破損頻度は、「格納容器過圧破損」の割合が大きい 
⇒出力運転時内部事象レベル１PRAにおける「原子炉補機冷却機能喪

失」時に、水蒸気及び非凝縮性ガスの蓄積により原子炉格納容器が
過圧破損に至るリスクが相対的に大きい 

・代替格納容器スプレイポンプによる除熱 
・格納容器内自然対流冷却による除熱 

停止時 
レベル１ 

炉心損傷頻度は、「原子炉冷却材の流出」の割合が大きい 

⇒運転員の弁の誤操作等による原子炉冷却材の流出により燃料損傷
に至るリスクが相対的に大きい 

・充てんポンプによるほう酸水の炉心注入 

【PRA結果から得られたプラントの特徴】 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



【炉心の著しい損傷の防止の有効性評価結果の概要】 

事故シーケンスグループ 重要事故シーケンス 主な重大事故等対策 有効性評価結果の概要 

２次冷却系からの 
除熱機能喪失 

主給水流量喪失＋補助給水失
敗 

フィードアンドブリード 
１次冷却系のフィードアンドブリードにより、炉心
が露出することはなく、炉心の冷却が可能 

全交流動力電源喪失 
外部電源喪失＋非常用所内電
源喪失 

２次系強制冷却、代替非
常用発電機による電源確
保、代替格納容器スプレ
イポンプによる炉心注水 

２次系強制冷却、代替電源確保及び代替格納
容器スプレイポンプによる炉心注入により、炉心
が露出することはなく、炉心の冷却が可能 

原子炉補機冷却機能 
喪失 

補機冷却水の喪失＋RCPシール
LOCA 

２次系強制冷却、代替格
納容器スプレイポンプ 

２次系強制冷却、代替電源確保及び代替格納
容器スプレイポンプによる炉心注入により、炉心
が露出することはなく、炉心の冷却が可能 

原子炉格納容器の 
除熱機能喪失 

小破断LOCA＋格納容器スプレ
イ注入失敗 

格納容器内自然対流冷却 

格納容器内自然対流冷却により格納容器内の
圧力は低下し、格納容器先行破損は生じない 
また、炉心注入及び再循環運転により炉心は露
出することはなく、炉心の冷却が可能 

原子炉停止機能喪失 
主給水流量喪失＋原子炉トリッ
プ失敗 

共通要因故障対策盤、緊
急ほう酸注入 

ＡＴＷＳ緩和設備が作動することにより１次系圧
力が過度に上昇することはなく、原子炉冷却材
圧力バウンダリの健全性は維持される 

ECCS注水機能喪失 中破断LOCA＋高圧注入失敗 ２次系強制冷却 
２次系強制冷却＋低圧注入により炉心の冷却
が可能 
 

ECCS再循環機能喪失 大破断LOCA＋低圧再循環失敗 代替再循環 
代替再循環による炉心注水を行なうことで、炉
心が露出することはなく、炉心冷却が可能 

格納容器バイパス 
インターフェイスシステムLOCA、 
SGTR＋破損SG隔離失敗 

クールダウンアンド 
リサーキュレーション 

１次系への注水、減圧を行なうことで、炉心が露
出することはなく、炉心冷却が可能 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



【原子炉格納容器の破損の防止の有効性評価結果の概要】 

格納容器破損モード 評価事故シーケンス 主な重大事故等対策 有効性評価結果の概要 

雰囲気圧力・温度によ
る静的負荷 
（格納容器過圧破損） 

大破断LOCA＋ECCS注
入失敗＋格納容器ス
プレイ失敗 

代替格納容器スプレイポンプ
による格納容器スプレイ、格
納容器内自然対流冷却（海
水の格納容器再循環ユニット
への直接通水） 

代替格納容器スプレイによる格納容器内注水及び格納容
器内自然対流冷却により格納容器内圧力は限界圧力を
超えることはない 

雰囲気圧力・温度によ
る静的負荷 
（格納容器過温破損） 

全交流動力電源喪失
＋補助給水失敗 

代替格納容器スプレイポンプ
による格納容器スプレイ、格
納容器内自然対流冷却（海
水の格納容器再循環ユニット
への直接通水） 

代替格納容器スプレイによる格納容器内注水及び格納容
器内自然対流冷却により格納容器内温度は限界温度を
超えることはない 

高圧溶融物放出 
／格納容器雰囲気直
接加熱 

全交流動力電源喪失
＋補助給水失敗 

加圧器逃がし弁開放による１
次系強制減圧 

加圧器逃がし弁開による1次系強制減圧操作により、原子
炉容器破損時の１次系圧力が2.0MPa[gage]を超えること
はない 

原子炉圧力容器外の
溶融燃料－冷却材相
互作用 

大破断LOCA＋ECCS注
入失敗＋格納容器ス
プレイ失敗 

格納容器耐力にて健全性を
維持可能 

溶融炉心が原子炉下部キャビティの水中へ落下する際に
格納容器圧力上昇はみられるものの、格納容器健全性に
影響を与えるものではない 

水素燃焼 
大破断LOCA＋低圧注
入失敗 

原子炉格納容器内水素処理
装置(PAR)による水素ガス濃
度抑制 

PARおよび格納容器自由体積が大きいことにより、格納容
器内水素濃度（ドライ換算）の最大値は13vol％を下回る 

格納容器直接接触 
（シェルアタック） 

（原子炉容器から落下した溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに直接接触することはない構造） 

溶融炉心・コンクリート 
相互作用 

大破断LOCA＋ECCS注
入失敗＋格納容器ス
プレイ失敗 

代替格納容器スプレイポンプ
による格納容器スプレイ 

溶融炉心による格納容器床のコンクリートの侵食はない 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



【使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止の有効性評価結果の概要】 

【運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止の有効性評価結果の概要】 

想定事故 重要事故シーケンス 主な重大事故等対策 有効性評価結果の概要 

想定事故１ 
使用済燃料ピット水浄化
冷却系及び補給水系の
機能喪失 

可搬型大型送水ポンプ車
による給水 

可搬型大型送水ポンプ車によって使用済
燃料ピットへ給水することにより燃料の冠
水、遮蔽維持、未臨界維持が可能 

想定事故２ 

サイフォン現象による使
用済燃料ピット水の漏え
い及び補給水系の機能
喪失 

可搬型大型送水ポンプ車
による給水 

可搬型大型送水ポンプ車によって使用済
燃料ピットへ給水することにより燃料の冠
水、遮蔽維持、未臨界維持が可能 

事故シーケンスグループ 重要事故シーケンス 主な重大事故等対策 有効性評価結果の概要 

崩壊熱除去機能喪失 余熱除去機能喪失 
代替格納容器スプレイポン
プによる炉心注入 

代替格納容器スプレイポンプによる炉心
注水により、炉心が露出することなく炉心
の冷却が可能 

全交流動力電源喪失 
外部電源喪失＋非常用
所内電源喪失 

代替非常用発電機、代替
格納容器スプレイポンプに
よる炉心注入 

代替交流電源の確保および代替格納容
器スプレイポンプによる炉心注水により、
炉心が露出することなく炉心の冷却が可
能 

原子炉冷却材の流出 
原子炉冷却材圧力バウ
ンダリ機能喪失 

充てんポンプによる炉心注
入 

充てんポンプによる炉心注水により、炉
心が露出することなく炉心の冷却が可能 

反応度の誤投入 
反応度の誤投入 
※制御されないほう素の異常
な希釈 

純水注入停止操作 
原子炉が臨界になる前に、運転員が警報
により異常な状態を検知し、これを終結さ
せるのに十分な時間がある 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



【有効性評価における炉心損傷防止対策】 
 

タービン動 

補助給水ポンプ 

（※２）代替格納容器
スプレイポンプ 

  格納容器スプレイポンプ 

Ｚ 

格納容器スプレイリング 

原子炉格納容器 

格納容器 

再循環サンプ 

原子炉容器 

蒸気 

発生器 

≈
 

蒸気 

発生器 

≈
 

加
圧
器 

≈
 

冷却 

コイル 

格納容器再循環ファン 

ダクト開放機構 

補機冷却（※１） 

（※２） 
高圧注入ポンプ 

（※２） 
余熱除去ポンプ 

補助給水タンク 

燃料取替用水 

タンク 

主蒸気逃がし弁 

海水 

可搬型大型
送水ポンプ車 

代替非常用 

発電機 

G 必要負荷に給電（※２） 

蓄圧タンク 

格納容器再循環ユニット 

（※１） 

（※２） 

逆止ダンパ 

（※１） 

（全交流動力電源喪失（１次冷却材ポンプからの漏えいを含む）の例） 
④代替格納容器スプレイ 
ポンプによる炉心注入 

②２次系強制冷却 

③代替交流電源確保 

⑤格納容器内 
自然対流冷却 
（長期的措置） 

⑤高圧再循環運転 
（長期的措置） 

上記対策等を実施することで、炉心冷却が維持できることを確認 

①漏えい 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 



（重大事故：格納容器過圧破損事象の例） 

格納容器スプレイリング 

原子炉格納容器 

格納容器再循環ユニット 

原子炉 

容器 

蒸気 

発生器 加
圧
器 

～
 

～
 

～
 

ダクト開放機構 

格納容器再循環ファン 

海水 

高圧注入ポンプ 

余熱除去ポンプ 

格納容器 

スプレイポンプ 

代替格納容器 

スプレイポンプ 
（※） 

燃料取替用水タンク 

可搬型大型 

送水ポンプ車 

G 必要負荷に 

給電（※） 

代替非常用 

発電機 

冷却 

コイル 

逆止ダンパ 

④格納容器内 
自然対流冷却 

③代替格納容器スプレイ 

ポンプによる格納容器ス
プレイ 

②炉心溶融 

③代替交流電源起動 

①１次冷
却材喪失 

上記対策等を実施することで、格納容器の健全性が維持できることを確認 
14 

【有効性評価における格納容器破損防止対策】 
 

■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 
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様々な重大事故等への対策の有効性を評価 

上記対策が確実に実施されることを担保する体制整備が必要 

 重大事故等に対処するため、３号炉も運転中とした３基同時発災を想定した発電所
対策本部の体制整備 

 号炉毎の責任者を予め配置 

 原子炉主任技術者を号炉毎に選任 

 原子炉主任技術者は、夜間休日においても発電所近傍に待機（代行者含む） 

 操作者が対策を確実に実施できるためのマニュアル整備、教育訓練体制の整備 

 その他体制の整備（外部支援体制、通信連絡体制等） 

■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 【技術的能力】 
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■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 

【屋外アクセスルート】 



17 

■ ３．泊発電所１，２号炉補正申請の概要 

 
 【重大事故等発生時に使用する手順書】 

運転要領 

緊急処置編 

（第１～３部） 

原子炉冷却
機能 

格納容器冷
却機能 

最終ヒート 
シンク 

格納容器閉じ
込め機能 

電源機能 

機能
喪失 

機能
喪失 

機能
喪失 

機能
喪失 

機能
喪失 

１．２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に 
     発電用原子炉を冷却するための手順等 
１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に 
     発電用原子炉を冷却するための手順等 

１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための   
    手順等 

１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するため 
    の手順等 

１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止す 
    るための手順等 

１．14 電源の確保に関する手順等 

（機能を継続監視） 

可搬型重大
事故等対処
設備による操
作依頼・連絡 

【重大事故シナリオベースの対応】 
喪失した機能に着目し、当該機
能回復のため、技術的能力に
係る審査基準に基づき作成し
た機能別の手順書を実行する。 

当該要領に基づく 

ＱＭＳ３次文書 

（次頁） 

重大事故シナリオ
ベースから外れ
た場合 

「重大事故等発生
時および大規模損
壊発生時対応要
領」（第２章） 

重大事故シナリオ
ベースに復帰 

【当直体制】 【発電所対策本部体制】 

【シナリオレスな対応】 



■ ４．新規制基準対応 

（１）設計基準対象施設 
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■地盤、地震、津波、火山 
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 地質・地質構造、地震、津波および火山の申請 
  内容は３号炉と同じ。 
 

 原子炉建屋基礎地盤・周辺斜面の安定性評価は、  
 １，２号炉の地盤・斜面を対象として評価を行う。 
 

 設備への影響評価は、１，２号炉の設備に対して 
 評価を行う。 



■耐津波設計（１／２） 
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○「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」に基づき、泊発電所の敷地の特性に
応じた津波防護の基本方針を以下のとおり定め、新規制基準に対応している。 

（１）津波の敷地への流入防止（外郭防護１）  
（２）漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２）  
（３）重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）  
（４）潮位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止  

（５）津波監視  

外郭防護・内郭防護設備の例 

貫通部シール 

凡 例

：防潮堤・防潮壁高さ 16.5ｍ
：溢水防止壁 12.0ｍ

防潮堤及び溢水防止壁（平成26年12月の完成時） 

【外郭防護１：さらなる安全性向上対策】 

 敷地海岸部への防潮堤の設置 
 放水ピット等周囲への溢水防止壁の設置 

排水溝逆止弁 

（海水ポンプエリア床面） 

水密扉 

内郭防護 

外郭防護２ 

原子炉補助
建屋等 

循環水ポン
プ建屋 



■耐津波設計（２／２） 
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【海水ポンプの引き津波対策】 

１，２号の取水口前面に堰を設置することにより、基準津波による潮位の低下に対して海水
ポンプが機能保持でき、かつ冷却に必要な海水を確保し原子炉の安全機能を維持できる設
計としている。 

また、取水ピット内には循環水ポンプが設置されていることから、循環水ポンプの運転により
堰の貯水量が減少することを防止するため、地震加速度大信号または取水ピット水位低信
号により循環水ポンプを自動停止させるインターロックを設置する。 

【津波監視設備】 

屋外監視カメラ、潮位計、取水ピット水位計を設置し、中央制御室にて監視する。 

潮位変動に伴う取水性低下による 

重要な安全機能への影響防止 津波監視 

潮位計 

屋外監視カメラ 

取水ピット水位計 

 

堰 敷地高さ
T.P.10.0m 

循環水ポンプ建屋 

循環水ポンプ 

海水ポンプ 

取水口 

取水ピット 

水位計

 

T.P.+5.50
T.P.+6.80

埋　立　土

T.P.+10.000

2
,
5
0
0

1
2
,
0
0
0

T.P.-8.70
T.P.-9.00

取水口護岸ケーソン

15,328 8,112

15,000潮位計導水管
φ200mm

T.P.-2.00

1
2
,
5
0
0

1,000

58°54´20"

3
0
0

1
,
0
0
0

蓋板工

T.P.-7.14

伝送管路布設工

潮位計
T.P.-6.50

 

１、２号機取水口護岸

　　T.P.+5.50

潮位計（北側）

　T.P.-6.50
潮位計（南側）

　T.P.-6.50

１、２号機取水口護岸

　　T.P.+5.50

潮位計（北側）

　T.P.-6.50
潮位計（南側）

　T.P.-6.50

 

    

潮位計 
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■自然現象（竜巻）に対する影響評価 

○ 「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下、「評価ガイド」という。）に基づき、
竜巻の影響評価を実施した。 

 日本で過去に発生したＦスケールが最大の
竜巻（Ｆ３）の最大風速92m/sを基準竜巻の
最大風速とした。 

 地形効果による風の増幅について評価した結
果、地形による影響は小さいことから、風速
の割り増しは行わないこととし、設計竜巻
の最大風速は92m/sとした。 

 ただし、竜巻の観測数等のデータが尐なく、
不確実性があることから、評価にあたって
は、設計竜巻の最大風速を100m/sとした。 

 設計飛来物が衝突した場合に安全機能を喪
失する可能性のある竜巻防護施設（原子炉
補機冷却海水ポンプ等）については、防護
ネット等を設置し、飛来物から防護する
（飛来物防護対策）。 

 また、発電所構内の屋外に保管する鋼製パ
イプなどの資機材等については、複数纏め
て固縛する等により飛散を防止する（飛来
物発生防止対策）。 

 

 

 

防護ネット

鋼製枠 原子炉補機冷却海水ポンプ設置エリア 

飛来物防護対策の例（イメージ図） 

基準竜巻の設定フロー 

２

過去に発生した竜巻による最大風速ＶB1の設定

気象庁「竜巻等の突風データベース」から
全国16地域※１の竜巻発生時の気象特性(総観場)を集計

地域間の総観場の比較検討
・各総観場の発生頻度の相関係数を求め、北海道日本海側※２と
他の15の地域間の竜巻発生に関する気候の類似性を評価※３

竜巻検討地域候補地の設定及び保守性の検討
・総観場の類似性から竜巻検討地域の候補地を設定
・候補地の竜巻発生頻度から竜巻検討地域の保守性を検討し
地域の絞込みを行う

竜巻検討地域の設定

竜巻検討地域におけるハザード曲線による
最大風速ＶB2の設定

（竜巻影響評価ガイドに従い評価）

竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の最
大Ｆスケールの調査

日本で過去に発生した竜巻の最大Ｆス
ケールの調査

竜巻検討地域及び日本全体における最大
竜巻発生時の総観場の分析(竜巻検討地域
の最大風速をＶB1にできるかどうかを検討)

最大風速ＶB1と最大風速ＶB2の比較

基準竜巻ＶBの設定

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑨

⑩

⑪
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■自然現象（火山）に対する影響評価 

○「原子力発電所の火山影響評価ガイド」に基づき、降下火砕物の特性を以下のよ
うに定めて評価を行い、必要に応じて降下火砕物の除去等の対応を実施する。 

項 目 設 定 備 考 

層 厚 40cm 鉛直荷重に対する健全性評価に使用  

<以下の密度試験結果より設定> 

乾燥密度：約0.50～0.70g/cm3 

湿潤密度：約0.89～1.04g/cm3 

飽和密度：約1.30～1.42g/cm3 

密 度 
湿潤状態 1.5 g/cm3  

乾燥状態 0.7g/cm3 

荷 重 6,000N/m2 

粒 径 0.4mm～5mm 水循環系の閉塞に対する評価に使用 

＜評価概要＞ 

建屋への鉛直荷重に対する健全性評
価においては、降下火砕物による堆積
荷重に積雪状態を組合わせて評価する。 

換気空調設備においては降下火砕物
が侵入しがたい構造になっていること、
フィルタ等により侵入が防止されるこ
とについて評価する。 

取水設備や原子炉補機冷却海水ポン
プ出口ストレーナが閉塞し難いこと、
主蒸気逃し弁、安全弁は噴出力が十分
に大きいことから、機能に影響を及ぼ
すことがないことなどを評価する。 
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○「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」に基づき、外部火災の影響評価
を実施した。 

① 森林火災 
 

火災が発電所内に延焼しない
ために必要な幅の防火帯を設
置した。 

② 工場等の火災 近隣の作業施設の火災・爆発
が原子炉施設に影響を及ぼ
すことはない。敷地内のタンク
（補助ボイラー燃料タンク及び
油計量タンク）の火災を仮定し、
原子炉建屋外壁、海水ポンプ
の健全性を評価済み。 

③ 航空機落下 安全施設周辺に航空機が落
下した場合において、その火
災と敷地内のタンクの火災の
重畳を評価した場合の原子炉
建屋外壁、海水ポンプの健全
性を評価済み。 

・また、これらの火災によるばい煙発生を考慮しても

原子炉施設が安全性を損なうことはない。 

■外部火災に対する影響評価 

敷地内のタンクの位置 

防火帯 
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水素検知器 
設置 

蓄電池 

消火活動用 
照明設置 

漏えい拡大防止 
（オイルパン設置） 

火災感知器更新 
火災感知器増強 

ケーブル 
トレイ 

ポンプ 
中央制御室 

火災感知器増強（盤内）※ 

○ 「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」に適合しているか検
討を行い、下記の対応を行う。（下記※は１，２号のみ、それ以外は１～３号共通） 

トレン間で延焼しないよう防護 ハロン消火設備設置 
（自動消火装置増設） 

【発生の防止】 

安全機能を有する構築物、系統および機器（ケーブル含む）は不燃性または難燃
性材料を使用することにより発生を防止 
【主要なケーブルの適用規格】電気学会技術報告（Ⅱ部）第１３９号 

【火災感知 
および消火】 

【影響軽減】 

火災感知および消火を行えるよう、火災感知設備と消火設備を適切に配置 
【対策例】火災発生場所を特定することができる火災感知設備への更新※・増強、 
      水素漏えい検知設備設置、消火設備操作用照明設備設置 

安全機能の重要度に応じ、火災区画内および隣接火災区画からの影響軽減のた
めの対策【対策例】排煙設備設置 

■内部火災対策 
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■内部溢水対策 

溢水源の抽出

溢水防護区画の設定

被水影響評価

想定する機器の破損等
により生じる溢水

防護対象設備の選定

溢水経路の設定

図 溢水影響評価フロー

想定破損による溢水
影響評価（没水・蒸気）

溢水影響評価および判定

消火活動による消火栓
からの放水に伴う溢水

地震に起因する機器の
破損等により生じる溢水

消火活動による放水に伴う
溢水影響評価（没水）

地震に起因する溢水
影響評価（没水）

………

制御盤

監視盤

M

Ｔ Ｔ

Ｔ

中央制御室常用系計装盤室

即時漏えい検知
漏えい検知用
温度検出器

温度高にて自動「閉」

しゃ断弁

一次系補助蒸気供給母管

 

溢水防護区画内床 

入口扉 

止水板 

通路 

密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 

ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ

シール施工箇所

溢水量低減対策 ： 耐震Ｂ、Ｃクラス機器の耐震補強 

没水対策 ： 水密扉・止水板の設置による 溢水経路の遮断 

被水対策 ： 防護対象設備のシール施工 蒸気対策 ： 蒸気漏えい検知システムによる補助蒸気系統の隔離 

○「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」による評価を行い、必要に応じて
以下の適切な措置を実施する。 

ＳＧブローダウン冷却器補強前 ＳＧブローダウン冷却器補強後 

水密扉 止水板 

蒸気漏えい検知システムの概要 リミットスイッチ シール施工前 リミットスイッチ シール施工後 



27 27 

■原子炉制御室等の対応 

中央制御室外原
子炉停止装置 

中央制御室 

ファン フィルタ 

中央制御室非常
用循環設備 中央制御室遮蔽 

屋外監視カメラの仕様 

監視カメラ 仕様 

 
 
 
 
 
 

・ズーム機能：デジタルズーム４倍 
・遠隔可動：上下左右可能 
        （上下90°/左右360°） 
・暗視機能：あり（赤外線カメラ） 
（１号及び２号炉共用） 

 
・ズーム機能：光学１５倍 
・遠隔可動：上下左右可能 
（上下20°～－70°／左右360°） 
・暗視機能：あり（高感度カメラ） 
（１号、２号及び３号炉共用） 

監視カメラ① 

監視カメラ② 

監視カメラ② 

監視カメラ① 

原子炉施設外の 

状況把握 

２系統／ユニット 
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■保安電源設備対応（１／２） 

【外部電源】 
 泊発電所への電力系統の供給信頼性に関しては、変電所等１箇所や送電線
１ルート（２回線）の停電などが発生した場合でも、別のルートにより泊発
電所へ電力供給することが可能であり、外部電源の供給信頼性は確保できて
いる。電力系統での事故発生箇所は、保護リレーにより自動的に隔離される。
また、送電鉄塔等は安定した地盤に設置されている。 
【非常用電源】 
 １，２号炉各２台の非常用ディーゼル発電機を設置されており、燃料油貯油槽は
建設当初より７日分は確保されている。 

道東系統へ 
西野 泊 

泊幹線 

西双葉 

道北系統へ 

道南系統へ 

茅沼線･泊支線  

後志幹線  
南早来 

西当別 ２７５ｋＶ送電線（泊幹線）

起動変圧器

主変圧器

所内変圧器

発電機

各機器
１号機非常用

ディーゼル発電機 非常用炉心冷却設備等

２７５ｋＶ送電線（後志幹線）

１号機非常用
ディーゼル発電機
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【さらなる安全性向上対策】 
 ６６ｋV泊支線から受電する１，２号予備変圧器については、１号タービン建屋
横に設置されているが、信頼性向上を図り、平成２７年上期に新設変圧器を設置
し、切替を実施する。 
 新設変圧器は１～３号で共用する。 
 

1,2号予備変圧器 

新設変圧器 

66kV泊支線 

2号， 

3号へ 

１号非常用母線 
B A 

新設変圧器 

１
号
起
動
変
圧
器
へ 

■保安電源設備対応（２／２） 



■ ４．新規制基準対応 

（２）重大事故等対処施設 
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■ ４．新規制基準対応 

 具体的な設備は、「（参考資料）泊発電所１，２号炉の重大事
故等対処施設等の概要」に記載 
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■ ５．まとめ 

以上、泊発電所１，２号炉の補正の概要などにつ
いて簡潔に説明いたしました。 

当社は、泊発電所が新規制基準に適合しているこ
とについて、原子力規制委員会の確認が得られる
よう全力を尽くしてまいります。 

 さらなる安全性・信頼性向上に向けた取り組みに
ついても着実に進め、泊発電所の一層の安全確
保に万全を期してまいります。 
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（参考資料）　泊発電所１，２号炉の重大事故等対処施設等の概要

原子炉補機冷却水 

 サージタンク 

原子炉 

補機冷却 

海水ポンプ 

燃料取替用水タンク 使用済燃料 

ピットポンプ 

使用済燃料ピット 

余熱除去ポンプ 

格納容器スプレイポンプ 

格納容器スプレイ 

加

圧

器 

１次冷却材 

ポンプ 

タービン動 

補助給水ポンプ 補助給水タンク 

２次系純水タンク 

電動補助 

給水ポンプ 

燃料取替用水ポンプ 

高圧注入ポンプ 

ろ過水タンク 

消火ポンプ 

格納容器再循環サンプ 

制御棒 

蓄圧 

タンク 

原子炉容器 

蒸気 

発生器 

主蒸気隔離弁 

  
          

  
          

原子炉補機 

冷却水冷却器 

原子炉補機 

冷却水ポンプ 

復水器 

タービン 

冷却水（海水） 

放水路へ 

放水路へ 

主給水ポンプから 

原子炉格納容器 

タービン 

バイパス弁 

ほう酸注入タンク 

代替格納容器スプレイポンプ 

S/G直接給水用 

高圧ポンプ 

格納容器再循環 

ユニット 

２７５ｋＶ送電線 

主変圧器 

所内変圧器 

発電機 

起動変圧器 

各機器 

中央制御盤等 

代替非常用発電機 

 

蓄電池 

可搬型代替電源車 

 

アニュラス水素 

濃度計 

可搬型注水ポンプ車 

可搬型大型 

送水ポンプ車 
使用済燃料ピット 

 温度（AM用）/水位（AM用） 

アニュラス 

海水 

非常用ディーゼル発電機 

 

 

 

緊急時対策所 

後備蓄電池 

可搬型スプレイ設備 

 

地上回線 

衛星回線 

代替再循環配管 

代替屋外給水タンク 可搬型大型送水ポンプ車 

加圧器 

逃がしタンク 

加圧器逃がし弁操作用 

可搬型窒素ガスボンベ 

加圧器逃がし弁 

操作用バッテリ 

タービン動補助給水ポンプ 

非常用油ポンプ起動用バッテリ 

可搬型エリアモニタ 

CCWｻｰｼﾞﾀﾝｸ加圧用 

可搬型窒素ｶﾞｽﾎﾞﾝﾍﾞ 

防潮堤（一部，防潮壁） 

屋外へ放出 

可搬型 緊急時対策所 

空気浄化フィルタユニット・ファン 

充てんポンプ 

共通要因故障 

対策盤 

自動起動信号 

自動起動信号 

トリップ信号 

主蒸気ライン隔離信号 

非常用ディーゼル 

発電機燃料油 

貯油槽 

 

シルトフェンス 

新設緊急時対策所 

ホイールローダ クローラ車 

ホース延長・回収車 

 原子炉格納容器内 

水素処理装置 

イグナイタ 

加圧器 

逃がし弁 

ダクト開放機構 

EOP 

主蒸気逃がし弁 

可搬型大型送水ポンプ車及び 

可搬型中型送水ポンプ車 

使用済燃料ピット監視カメラ 
使用済燃料ピット 

   エリアモニタ/可搬型エリアモニタ 

ガス試料 

採取装置 
圧縮 

装置 

Ｈ 

／ 

Ｆ 

Ｃ

／ 

Ｆ 

Ｈ 

／ 

Ｆ 

非常用排気筒 

アニュラス排気弁 

操作用可搬型 

窒素ガスボンベ 

格納容器内 

水素濃度計 

海水供給 

接続口 

海水 

防火帯 

空気ボンベ 

… 

緊急時対策所用 

 発電機 

接続口 

          

          
原子炉補機冷却海水ポンプ 

電動機予備品 

水中ポンプ 

（送水ポンプ車付） 

自己冷却ライン 

放射性物質の拡散抑制対策 

 

水源の確保 

 

電源の確保 

 

緊急時対策所，通信連絡，周辺監視設備 

 

その他重大事故/設計基準事故対策設備 

新規制基準適合への対策設備 
 

自主対応設備 

 

炉心損傷防止/格納容器破損防止対策 

 

使用済燃料ピットの燃料損傷防止対策 

赤字 

青字 

凡例 

アニュラス空気 

浄化ファン 

接続口 

泊幹線 後志幹線 

６６ｋＶ 

泊支線 

予備変圧器 

中央制御室 

計装用インバータ等 

ERSS 

伝送サーバ 

屋外監視カメラ 

 ・格納容器圧力（ＡＭ用） 

 ・サイフォンブレーカ 

 ・使用済燃料ピット ゲート 

・潮位計 

・取水ピット水位計 

・代替格納容器スプレイポンプ 

    出口積算流量 

自己冷却ライン 

 ・原子炉下部キャビティ室 連通管 

統合原子力防災 

ネットワーク設備 

衛星電話 携行型通話装置 

衛星電話 

プラントパラメータ 

データ表示端末 

データ収集 

計算機 

伝送ライン多重化 

タービン動補助給水ポンプ 

起動用 手動油ポンプ 
OP 

・チェンジングエリア 

・放管資機材等 

国（ERSS受信）等 

・放管資機材等 
酸素濃度計 

エ
ア
ロ
ッ
ク

 

３号は７日間対応で貯油槽を追

設したが，１，２号は既設貯油槽

で７日間対応可能。 

緊急時対策所を39ｍに新設。 

 再循環ユニットのダクト

開放機構を２基として有効

性評価を行った。 

可搬型大容量 

海水送水ポンプ車 

放水砲 
泡混合設備 

緊急時対応センター 

可搬型モニタ 

リングポスト 

モニタリン

グポスト 

 自冷化するポンプは、

３号が充てんポンプを

選択。   

 １，２号は、充てんポ

ンプでは炉心冷却等

に必要流量が確保で

きないため、高圧注入

ポンプを選択している。 

平成27年度完成予定 

可搬型 

気象観測設備 
気象観測設備 

放射能観測車 


